
2019 年 1 月 25 日 (号外) 

地
裁
を
上
回
る
判
決 

大
阪
地
裁
判
で
原
告
８

人
が
勝
ち
と
っ
た
損
害
賠

償
額
、
３
０
４
万
５
４
０

０
円
を
上
回
る
、
総
額
４

３
３
万
５
２
９
２
円
の
支

払
い
が
命
じ
ら
れ
ま
し
た
。 

住
居
手
当
は
全
額
支
給 

地
裁
判
決
に
続
き
、
住

居
手
当
は
全
額
の
支
給
が

認
め
ら
れ
ま
し
た
。
支
払

期
間
も
拡
張
さ
れ
、
原
告

３
人
で
１
０
０
万
円
以
上

の
支
払
が
増
額
さ
れ
ま
し

た
。 

一
部
祝
日
給
を
認
め
る 

さ
ら
に
今
判
決
で
は
、 

祝
日
で
な
い
年
始
期
間

（
１
月
２
日
、
３
日
）
の
勤

務
に
対
す
る
祝
日
給
や
祝

日
割
増
賃
金
を
契
約
社
員

に
支
給
し
な
い
こ
と
は
不

合
理
と
支
払
い
を
命
じ
ま

し
た
。
一
部
の
祝
日
給
と

は
い
え
、
一
歩
前
進
し
た

こ
と
は
明
ら
か
で
す
。 

有
給
の
病
気
休
暇 

有
給
の
病
気
休
暇
が
付

与
さ
れ
な
い
こ
と
に
、
損

害
賠
償
が
認
め
ら
れ
た
点

は
、
大
き
な
成
果
で
す
。 

安
心
し
て
働
く
た
め
に

は
、
有
給
の
病
気
休
暇
は

不
可
欠
な
制
度
で
す
。 

夏
期
冬
期
休
暇
も 

病
気
休
暇
と
併
せ
て
、

正
社
員
で
あ
れ
ば
付
与
さ

れ
る
夏
期
冬
期
休
暇
が
、

期
間
社
員
に
付
与
さ
れ
な

い
こ
と
も
、
不
合
理
と
さ

れ
、
損
害
賠
償
が
認
め
ら

れ
ま
し
た
。
こ
ち
ら
も
、
格

差
是
正
に
向
け
て
の
成
果

と
い
え
ま
す
。 

扶
養
手
当
を
認
め
ず 

 

一
方
で
、
地
裁
判
決
で

１
０
割
の
支
給
が
認
め
ら

れ
た
扶
養
手
当
は
、
認
め

ら
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
契

約
社
員
は
家
族
構
成
の
変

化
な
ど
で
生
じ
る
生
活
費

の
負
担
増
は
転
職
で
収
入

増
を
図
る
と
、
正
社
員
と

の
違
い
を
認
め
る
不
当
な

判
断
で
す
。 

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
論 

今
回
、
高
裁
判
決
で
、
年

末
年
始
手
当
、
夏
期
冬
期

休
暇
、
有
給
の
病
気
休
暇

な
ど
に
つ
い
て
、
雇
用
期

間
が
５
年
以
下
の
契
約
社

員
に
つ
い
て
は
認
め
な
い

判
決
は
大
問
題
で
す
。
雇

用
期
間
に
よ
っ
て
、
労
働

条
件
に
差
異
を
認
め
る
こ

と
は
、
新
た
な
格
差
を
生

む
も
の
で
す
。 

原
告
全
員
が
勝
利
し
た

今
回
の
高
裁
判
決
を
さ
ら

に
拡
大
し
て
、
認
め
ら
れ

な
か
っ
た
手
当
・
休
暇
の

を
最
高
裁
の
た
た
か
い
で

切
り
開
い
て
い
き
ま
し
ょ

う
。 
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１
月
２
４
日
、
大
阪
高
裁
に
お
い
て
、
郵
政
労
契
法
２
０
条
、
西
日
本
裁
判
の
控
訴
審
判
決
が
言
い
渡
さ
れ
た
。
地
裁
判
決

か
ら
あ
ら
た
に
、
契
約
社
員
に
有
給
の
病
気
休
暇
、
夏
期
冬
期
休
暇
の
不
付
与
は
不
合
理
な
格
差
と
認
め
ら
れ
、
地
裁
判
決
を

上
回
る
、
総
額
４
３
３
万
円
余
り
の
損
害
賠
償
と
な
っ
た
。
一
方
で
、
地
裁
判
決
で
認
め
ら
れ
て
い
た
扶
養
手
当
が
認
め
ら
れ

な
か
っ
た
こ
と
、
雇
用
期
間
が
５
年
以
下
の
契
約
社
員
に
は
、
手
当
を
認
め
な
か
っ
た
こ
と
な
ど
、
地
裁
判
決
を
後
退
さ
せ
る

内
容
も
含
ま
れ
て
い
る
。
勝
利
判
決
を
機
に
、
さ
ら
に
格
差
是
正
を
め
ざ
し
て
、
た
た
か
い
を
強
め
て
い
こ
う
。 
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郵政労契法 20条裁判 東京・大阪地裁判決と東京・大阪高裁判決 

注１ 祝日割増賃金については（1月 2日・3日）のみ認めました。 

 

手当・休暇 東京地裁 2017 年 9 月 14日 東京高裁 2018 年 12 月 13 日 大阪地裁 2018 年 2 月 21日 大阪高裁 2019 年 1 月 24日 

住居手当 ６割支給 １０割支給 １０割支給 １０割支給 

年末年始勤務手当 ８割支給 １０割支給 １０割支給 
雇用期間 5年以下 × 

雇用期間 5年超  10割支給 

寒冷地手当 請求せず 請求せず 請求せず 請求せず 

隔遠地手当 請求せず 請求せず 請求せず 請求せず 

扶養手当 請求せず 請求せず １０割支給 × 

夏期・冬期休暇 ○ 〇不合理・（損害賠償×） 判断せず 

5年以下 × 

5年超 ○不合理・損害賠償 

認める 

有給の病気休暇 ○ 〇不合理・損害賠償認める 判断せず 

5年以下 × 

5年超 ○不合理・損害賠償 

認める 

早出勤務等手当 × × × × 

祝日給 × × × 
5年以下 × 

5年超  ○   ＊注１ 

夜間特別勤務手当 × × × × 

夏期年末手当（賞与） × × × × 

外務業務手当 × × × × 

郵便外務業務精通手当 × × × × 



郵政労働契約法２０条西日本裁判 

2019 年１月２４日大阪高裁判決にあたっての声明 

 

２０１９年１月２４日              郵政産業労働者ユニオン 

郵政労契法２０条西日本裁判原告団 

  

 本日、大阪高等裁判所第６民事部（裁判長・中本敏嗣）は、期間雇用社員８名が不合理な労働

条件の是正を求めて日本郵便株式会社を提訴した事件の控訴審において、年末年始勤務手当、住

居手当、を期間雇用社員には支給していないこと、さらに、有給の病気休暇、夏期冬期休暇を付

与していないことは、不合理な格差であるとして、会社に対して、総額４３３万５２９２円の損

害賠償を命じる判決を行った。 

 これは、２０１８年２月２１日の大阪地裁判決、２０１８年１２月１３日の東京高裁判決を継

承し、一歩前進させた勝利判決である。 

 原判決では、格差是正を求めていた労働条件のうち①住居手当１０割支給、②年末年始勤務手

当１０割支給、③扶養手当１０割支給、④夏期冬期休暇は判断せず、⑤有給の病気休暇は判断し

なかった。今回控訴審においては、認められなかった手当の支給を求めるとともに、あらたに夏

期･冬期休暇不付与に対する損害賠償、病気休暇不付与に対する損害賠償を請求してたたかって

きた。とくに、控訴審においては、原判決が不合理としなかった夏期年末手当（賞与）について、

原告らと比較すべき正社員の夏期年末手当（賞与）の金額を実際に示した上で一般職との間では

１．７８から３．５０倍のひらき、地域基幹職との間では２．６０から６．９４倍のひらきがあ

ることを主張し、夏期年末手当が過去の功績を考慮する手当であるにもかかわらず余りにも大き

な格差が生じていることを立証した。これに対して、被告は、比較対照とされた一般職において

も「長期雇用インセンティブを付与するために」労働条件の相違は不合理ではなく、原判決で不

合理であるとされた住居手当などについても取り消されるべきであると主張した。 

 本日の判決は、会社主張をしりぞけ、有給の病気休暇、夏期冬期休暇、不付与の損害賠償さら

に年末年始勤務手当、一部の祝日給、住居手当の１０割支給を認め、原判決を前進させた意義は

大きい。一方で、扶養手当を認めなかったこと、雇用期間が５年以下契約社員の手当てを認めな

いなどの後退面も併せ持つ判決となった。 

この勝利判決は、８名の原告を先頭に、弁護団、郵政ユニオンが一致団結し、さらに地域の仲

間の大きな支援によるものである。 

 もっとも、本判決は、夏期年末手当（賞与）について､不合理な格差であることを認めず、 

格差を是認するものであって到底私たちは受け入れることはできない。この点について、私たち

はあらためて格差是正を求めて上告する。 

 被告会社は、本判決を真摯に受け入れ、非正規社員と社員との労働条件の格差を是正するため

に、直ちに郵政ユニオンとの団体交渉を行うことを強く求めるものである。 

                                      以上。 


